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【第 221回国会】令和８年４月 15日（水）、第４回の委員会が開かれました。 

 

１ 国家情報会議設置法案（内閣提出第 24号） 

・木原国務大臣、尾崎内閣官房副長官、清水文部科学大臣政務官及び政府参考人に対し質疑を行いまし

た。 

（質疑者）大島敦君（中道）、長妻昭君（中道）、高山聡史君（みらい）、塩川鉄也君（共産）、大空幸星

君（自民）、浦野靖人君（維新）、吉田宣弘君（中道）、野村美穂君（国民）、森ようすけ君（国

民）、川裕一郎君（参政） 

 

（質疑者及び主な質疑事項） 

 

大島敦君（中道） 

 

（１） 国家情報会議設置法案（以下「本法律案」という。）第７条（資料提供等） 

   ア 国家安全保障会議設置法第６条と比較した法的効果の違いの有無 

   イ 国家安全保障会議と重複する領域の案件の実務上の取扱い及び二重要求を防ぐルール設定の有無 

ウ 本法律案第７条第２項の「必要な協力」の範囲 

エ 本法律案が成立した後の第７条の規定による実務上の変化及び今後求めていきたい情報の例 

（２） 国等の研究所のリソースの活用の重要性を踏まえ、研究活動を強化する必要性 

（３） 国家情報局長の英訳名称 

（４） カウンターインテリジェンス 

ア カウンターインテリジェンスの定義及び対象 

イ 国家情報会議及び国家情報局の設置がカウンターインテリジェンスの司令塔機能の一環であるこ

との確認 

   ウ 本法律案成立後における既存のカウンターインテリジェンス推進会議やカウンターインテリジェ

ンス・センターの在り方 

（５） 民主的統制と説明責任 

ア 国民向け、国会向け、重大事案発生時のそれぞれにおいて説明責任を果たす考えの有無 

イ 年に一度、国家情報局の取組等を公表することを検討しているか否かの確認 

ウ 民主的統制のための制度設計の方向性及び案を示す期限 

 

長妻昭君（中道） 

 

（１） 自衛官が自民党大会で国歌を歌唱することを防衛省が了解した件についての木原官房長官の見解 

（２） 木原官房長官が防衛大臣当時に国政選挙の集会において行った自衛隊に関する発言の真意 

（３） 内閣情報調査室における国政選挙や自民党の総裁選の際の情報収集をやめる必要性 

（４） 公安調査庁における与党議員に対する地元選挙情報の提供の有無及び提供をやめる必要性 

 

高山聡史君（みらい） 

 

（１） サイバーセキュリティ分野において先進ＡＩモデルが専門家の能力を凌駕する状況への制度的対応 

（２） ＡＩ技術動向の専門性の重要性が高まる中、専門人材を情報部門に取り込むための方策 

（３） 国家情報会議の設立を契機として、同盟国、同志国との情報共有関係を深める必要性 

（４） 海外の先進的ＡＩ企業との関係構築及び中長期のＡＩ国産化戦略における国家情報会議の役割 

（５） 国家情報会議の下、重要インフラ防護のための事業者との連携体制整備の必要性 
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塩川鉄也君（共産） 

 

（１） イラク戦争当時のイラクにおける大量破壊兵器保有情報 

ア 米英は情報の誤りを認めている中、政府として誤りを認めるか否かについての外務省の見解 

イ 米国に対し当該情報の誤りについて説明を求めたか否かについての外務省の見解 

ウ 米国の情報が誤っていた場合、我が国が米国の誤った戦争を支持することになる可能性 

エ 内閣情報官は日米同盟の支柱の役割を期待されているとの認識の有無 

オ 本法律案は米国の要求に応じるものではないかとの指摘に対する政府の見解 

（２） 内閣官房報償費（いわゆる官房機密費） 

   ア 予算の総額及び類型ごとの金額、目的及び主な使途 

イ 複数の政治評論家に内閣官房報償費を配った事実の有無及びそのような世論誘導はやめる必要性 

ウ 消費税導入の際、内閣官房報償費を増額し政界工作が行われたとの指摘について検証する必要性 

 

大空幸星（自民） 

 

（１） 本法律案が国民生活にもたらすメリット 

（２） 本法律案の「外国」に同盟国、同志国が含まれるか否か及び外国情報活動への対処の在り方 

（３） 各国との共同研修や人材交流などの国際的な人材育成への取組方針 

（４） 政府の情報業務を担う高度専門人材確保に向けた具体策 

（５） 国家情報会議の構成 

ア 経済安全保障やサイバーセキュリティを所管する国務大臣の国家情報会議への関与の在り方 

イ 本法律案第６条第３項の臨時参加の規定を設けた趣旨及び臨時参加が想定される事案の例 

 

浦野靖人君（維新） 

 

（１） 本法律案を必要とする背景及び政府の課題意識並びに現体制における情報統合の問題点 

（２） 警察情報に偏らず、防衛、外務の分析が適切に反映される仕組及び専門スタッフの確保策 

（３） 従来のインテリジェンスコニュニティーの縦割り打破の観点からの国家情報会議創設の意義 

（４） 同盟国、同志国との情報共有の強化の方向性及び情報保全体制の強化策 

（５） 我が国において、スノーデン事件で告発されたようなプライバシー侵害等が起きる可能性 

 

吉田宜弘君（中道） 

 

（１） 本法律案と国家安全保障戦略 

ア 本法律案の趣旨 

イ 国家安全保障戦略に記載された認知戦や偽情報への対応強化のために整備された体制の概要 

ウ 本法律案成立後のイの体制の位置付け 

エ 正しい情報に基づく投票の促進のため、現行の体制の運用に当たってファクトチェック機能を働

かせて正しい情報発信を行う必要性 

オ 本法律案成立後に作成予定の政府の中長期的な情報活動の推進方策をとりまとめた文書（以下「国

家情報戦略（仮称）」という。）の策定に当たりファクトチェック機能について検討する必要性 

カ 国家情報戦略(仮称)と国家安全保障戦略の関係 

（２） 犯罪捜査情報の取扱い 

ア 犯罪捜査情報の定義 

イ 内閣情報調査室が無制限に捜査当局に犯罪捜査情報の提出を求めるような運用の有無 

ウ 国家情報局が無制限に捜査当局に犯罪捜査情報の提供を求めるような運用はないことの確認 
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（３） 中国の千人計画 

   ア 中国の千人計画に対する認識及び問題点 

   イ 国家情報戦略(仮称)の策定過程で千人計画のような取組への対応を学問の自由との調和の観点も

含めて検討する必要性 

 

野村美穂君（国民） 

 

（１） 国家情報会議及び国家情報局の組織の位置付け 

ア 国家情報局によるインテリジェンス機関との調整が従前の連絡調整から総合調整になることによ

る実質的な変更内容 

イ 現体制が十分機能している中で新しい組織を設ける必要性は乏しいという意見に対する見解 

ウ 総理大臣が議長を務める国家情報会議の統制によりインテリジェンスの客観性を損ねる可能性 

エ 新しい組織が作られることによる改善効果に関する判断指標及び評価方法 

オ 新しい制度が機能しなかった場合や判断に誤りがあった場合の責任の明確化及び評価・検証の仕

組み 

（２） 国家情報局の増員が 30名という規模で実効性のある体制が構築できるのかという疑義に対する政府

の見解 

（３） 情報と政策の関係及び統制の在り方 

ア 国家情報会議と国家安全保障会議の構成員がほぼ同一である状況における情報と政策の分離のた

めの具体的な仕組み 

イ 情報分析過程における独立性・客観性の担保方法及びインテリジェンス機関を監督する委員会の

重要性 

 

森ようすけ君（国民） 

 

（１） 国家情報会議の文書管理 

ア 国家情報会議の配付資料を公文書管理法に基づいて管理する必要性 

イ 本法律案第７条に基づく資料提供依頼の手続を行政文書の形で行う必要性 

（２） 報告等 

ア 内閣情報官から総理等への報告及び応答の記録の在り方 

イ 文書として記録された報告等について情報公開請求があった場合の取扱い 

ウ 総理大臣等への報告を原則的に口頭ではなく書面で行う必要性 

エ 口頭による報告の概要を文書として残す必要性 

（３） 情報監視審査会の権限強化を含めた民主的統制の確保の重要性 

（４） 国家情報戦略（仮称） 

ア 本法律案が規定する基本的な方針と国家情報戦略との違い 

イ 国家情報戦略に記載する具体的な内容 

ウ 国家情報戦略の記載内容や策定プロセス等を法律に明記する必要性 

 

川裕一郎君（参政） 

 

（１） 内閣情報調査室の発展的解消と国家情報局への移行プロセス 

ア 移行に向けた工程管理の内容 

イ 移行期間中の業務継続性を確保するための具体策 

ウ 移行に伴う情報資産の引継ぎ手順 

エ 移行に伴う職員の身分、処遇及び専門性の継続の在り方 



本ニュースは、審査概要として事務局において作成しているものです。詳細な内容については、会議録を御参照ください。 

4 

（２） 国家情報局長 

ア 国家情報局長の任命権者 

イ 国家情報局長の任命に際しての資格要件、経験及び適格性 

ウ 国家情報局長の解任の手続及び事由 

エ 国家情報局の政治的独立性を法律上に明記する必要性 

（３） 諸外国との協力の在り方 

ア 国家情報局の設置による同盟国との情報共有体制の在り方 

イ ファイブアイズへの参加を目指す意向の有無及び課題 

ウ 同盟国から提供された機密情報の保全体制及び情報漏えいが発生した場合の責任の所在と対処方

針 

エ 我が国独自の対外的情報収集体制の整備についての方針 

（４） 国家情報局の予算 

ア 国家情報局の設置及び初年度運用に要するコスト 

イ 今後の体制整備のために要する予算規模 

ウ 予算の総額を公表しつつ内訳は国会の専門委員会に非公開で説明する仕組みを設ける必要性 

エ 情報監視審査会にインテリジェンス予算の審査機能を付与する必要性 

（５） 特定秘密保護法との関係 

ア 国家情報局及び国家情報会議が各行政機関から提供を受ける特定秘密の範囲 

イ 特定秘密保護法に基づく指定管理の枠組みと、国家情報会議設置法に基づく情報集約の仕組みと

の関係 

ウ 特定秘密保護法違反事件が起訴に至った事例がない現状に対する政府の評価 

エ 国家情報会議の創設によって特定秘密の官邸周辺への集中と統制の強化が進まないよう国会や第

三者による検証の仕組みを確保する必要性 

 


